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自治体ICT活用研究会

　現在、地方自治体では、国が推し進めている2025年ガバメントクラウドにおける基幹系システム

の標準化（共通化）へ向けて準備が進められています。これによりデジタル変革が進行し地方自治体

の業務効率化やデータ連携の向上が図れます。

　これは、自治体内のDX化（デジタルトランスフォーメーション）であり、従来までの業務の仕組み

への改善に繋がります。

　一方、地域住民と自治体が協働し元気な地域社会を形成するためには、地域のDX化も必須です。

自治体と地域コミュニティが一体となって元気な街づくりを進める必要があります。

　そこで、滋賀大学では、ICT活用を専門とする民間事業者等と共同研究会を立ち上げ、自治体

ならびに地域におけるICT活用について、研究していきます。

　当研究会は、ご関心のある地方自治体関係課の方のご参加をお待ちしております。

初年度は、自治体と自治会の連携基盤の整備やデータ利活用、自治会の働き方改革を
目指したDX化（地域コミュニティのDX）について調査研究を行う。



令和６年度「自治体 ICT活用研究会」 

活動記録 
▸ 2024年 7月 2日（火） 
日本ソフト開発㈱のメンバー4名で、今年度のモデル自治体の近江八幡市を訪問
し、自治会連合会代表者の方々とシステムの実証実験について説明会を実施した。 
 
▸ 2024年 8月 27日（火）  
日本ソフト開発㈱のメンバー2名で、近江八幡市に訪問し、職員の方 2名へ地域コ
ミュニティツールの操作説明会を実施した。 
 
▸ 2024年 9月 4日（水） 
日本ソフト開発㈱のメンバー3名で、近江八幡市に訪問し、自治会連合会代表者の
方々10名へ地域コミュニティツールの操作説明会を実施した。9月～2月にかけて
実証実験を実施する。 
 
▸ 2025年 3月 
近江八幡市における地域コミュニティツールの導入実証実験の結果をまとめた。 
「議事録作成後の共有が早くなった。」「資料の印刷や発送、電話の手間が減っ
た。」等の効果が得られた。一方、「自治会長全員が共有できていなかった。」
「メールとの差別化が図れなかった。」等の課題も浮き彫りになり、今後、一層の
普及を図るための方策が必要であることが分かった。 
 
当研究会は、令和 7年度は「自治体 ICT活用・データドリブン研究会」としてリニ
ューアルし、さらに自治体 ICTの活用について研究していく予定である。 
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